The ‘Southern Model’ of Welfare in view of Spanish Case by 中島 晶子
ソシオサイエンスVo1．9　2003年3月 151
論　文
スペインからみた福祉の「南欧モデル」
中　島　晶　子†
1　はじめに
　90年代に「福祉の南欧モデル」という主張が
登場した。この背景には，エスピンーアンデル
セン（ユ990）〔1）が提示した福祉国家の3つのパ
ラダイム（保守主義的コーポラティズム型，自
由主義型，社会民主主義型）がある。彼の理論
は福祉国家の比較研究に多大な影響力を与える
と同時に，多くの批判も生んだ。その批判を3
つのパターンに分ける②と，第一はジェンダー
の視点を欠くとの指摘であり㈲，第二は3つの
モデルを再編成する作業であり，第三は新しい
類型を創りだす必要性を主張するものである。
「南欧モデル」の主張は，第三のパターンのひ
とつである。フェレーラをはじめとする論者
は，イタリア，スペイン，ポルトガル，ギリ
シャの南欧4力国における福祉のあり方は，エ
スピンーアンデルセンの3つのパラダイムに適
合しない，別のモデルであると主張する。
　本稿は，フェレーラが示した「福祉の南欧モ
デル」㈲をふまえ，その一例とされるスペイン
の社会保障制度から「南欧モデル」の特徴を考
察することを目的とする。スペインの歴史で
「福祉国家」が社会政策の根本原理となったこ
とはないといわれる（5｝。現在の社会保障制度を
形成した要素は，歴史，制度，社会の各側面で
いかに見いだせるであろうか。本稿では，まず
「2」でフェレーラによる「福祉の南欧モデ
ル」の議論を概観する。「3」で民主化後のス
ペインの社会保障制度にみられる歴史的連続性
について，政治的遺産と経済危機との関連から
考察する。「4」で1978年憲法に基づく通称
「自治州国家」（Estado　de　las　Autonomias）の
制度を，社会政策の新たな展開を促進する装置
として検討する。「5」はスペイン社会の安定
性の要因と課題を検討し，むすびとして「南欧
モデル」の議論の意義を考察する。日本ではイ
タリアを除き南欧の福祉に関する研究は少ない
が6），国家・市場・家族などの関係，福祉の分
権化といった文脈においてこのテーマは意味を
もつと思われる。
2　福祉の「南欧モデル」
　南欧諸国の福祉は，イタリアを除いて80年代
までの比較研究で取り上げられることは殆どな
かった。スペイン，ポルトガル，ギリシャは，
民主化の後れから福祉国家への取り組みも後発
者であり，先進欧州諸国，とりわけ大陸型保守
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主義モデルの発展段階をたどりその水準に近づ
くことが課題とみなされていた。統計データの
不足も研究を妨げた要因のひとつであった。し
かし90年代に欧州レベルでの社会政策の二二が
議論されるなかで，南欧諸国の福祉は大陸型モ
デルの後進段階にあるのではなく，独特の論理
に裏づけられた別のモデルであるという主張が
生まれた。
　南欧の福祉を固有な類型として最初に指摘し
たのはうイプフリードであっだ7）。彼は，エス
ピンーアンデルセンの「3つの世界」に，「未発
達」（‘rudimentary’）な「ラテン型モデル」
（Latin　Rim　regime）を加えた。彼によれば，
このモデルに属するポルトガル，スペイン，イ
タリア，ギリシャでは，福祉の権利が法制上は
約束されながら現実に履行されていない。ま
た，労働市場への参加を前提とする点で，福祉
国家を労働市場への参加を強制する装置とみな
すアングロサクソン諸国とある程度類似してお
り，「事実上」の残余主義が強調されている。
しかしアングロサクソン・モデル，北欧や大陸
モデルにみられない特徴として，カトリック教
会と結びついた福祉の長い伝統が存在すること
を指摘した。一方，80年代のイタリアで研究者
たちが「福祉の特殊主義およびクライエンテリ
ズム型モデル」という表現を使い出した⑧。福
祉と結びついたクライエンテリズムは，福祉行
政に党派性が浸透し，政党が労働組合や官僚と
のネットワークを通じて，自党の支持者が公的
サービスを受けられるように有利な操作を行う
組織的な志向として理解される。以上の議論を
ふまえたフェレーラ論文（1996）によって，福
祉の「南欧モデル」という主張が広く知られる
ようになった。
　フェレーラは「福祉の南欧モデル」として次
の特徴をあげている。第一に，所得保障におけ
る移転的給付の偏重と労働市場内部の両極化が
ある。所得保障は職業上の地位に基づいた二重
構造になっており，職域別に制度分立の程度が
甚だしい。労働市場のコア・セクターに属する
公務員，大中企業の常勤ホワイトカラー層が過
度に保護される一方，零細企業や農業などの不
定期労働者や，インフォーマル・セクターの就
労者，若年もしくは長期失業者に対する保障は
きわめて不十分である。この点，市民権に基づ
く北欧の福祉制度からはもちろん，所得保障が
職域毎に均一でないコーポラティスト型大陸モ
デルとも異なっており，後者の極端な変形と
なっている。セーフティ・ネットが弱く，ギリ
シャを除く3国で地域政府が所得保障制度を創
設したのは近年である。第二に，基本的な生活
リスクに対して社会政策の構成がアンバランス
である。寛大な老齢年金の一方で，家族政策や
住宅政策は未発達である。不動産賃貸市場は強
く規制され，スペイン，イタリア，ギリシャで
は住宅所有率がヨーロッパで最も高い。第三
に，所得保障では職域主義，保健医療では普遍
主義に立つ混合型を示す。普遍的な市民権に基
づくべヴァリッジ型モデルと職業主義の保険に
基づくビスマルク型モデルの中間に位置する。
第四に，福祉領域における国家の役割が弱く，
社会政策のアクターとして公的部門と私的部門
が混在する。両者の間に独特なもたれあいが存
在し，しばしば後者を有利に導く措置がみられ
る。この傾向は医療と社会サービスに顕著で，
南欧諸国はイギリスのナショナル・ヘルス・
サービス（NHS）に倣った制度を導入したが，
そのことは公的部門の拡大や強化を促進してい
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ない。第五に，制度が機能する様式として政治
的クライエンテリズムが広範かつ著しい。これ
はイタリアを筆頭に，障害年金や失業保険の不
正受給において最も構造化している。スペイン
の社会労働党（PSOE）政権下で始まった地域
雇用計画（PER）は，経済後進地域であるアン
ダルシアとエストレマドゥーラの農業従事者を
対象とした就労促進と失業給付からなるプログ
ラムであるが，その運用はこの代表例（9）のひと
つとされる。第六，第七は福祉財政の問題で，
多様な職業集団の間で法的位置づけが不平等な
ために，負担配分も非常に不均等である。ま
た，大きな地下経済は脱税の発生率を高め，財
政の安定性，効率性，正当性を害しているが，
一方，その存在は分配の偏在がもたらす副作用
を吸収する役目も果たしている。
　フェレーラ（1996）はこうした特徴を，南欧
諸国の経済発展と政治文化の形成プロセス，制
度的構造から，社会保障制度が職業上の地位を
反映した階層構造をなす「保守主義モデル」と
も異なる，独自のモデルとして説明しようとし
た。さらにこれらの特徴は，「家族主義」の論
理をもって一貫した要素となるという（1998；
2000）。つまり上記のモデルは形成された当
初，南欧社会の①伝統的な家族関係⑩と②
「フォード主義的労働市場」とぴったり調和し
ていた。①は数世代の血縁関係や親類，友人を
含めた拡張的なネットワークからなり，ライフ
サイクルの重要な局面で顕著な，物的，非物的
両面の緊密な互助関係である。②は総需要管理
により完全雇用の実現をめざす立場であるが，
南欧社会もかつて終身雇用で高賃金の職を提供
する安定した労働市場をもっていた。彼はこの
伝統的家族関係と労働市場が，家族の世代高高
分配を前提として年金の偏重と構造的に結びつ
いているとした⑪。
　社会政策の概念は，各国に固有の状況と概念　’
的枠組みが存在することでその把握方法も一様
でない⑫。南欧4回国は①権威主義的，全体主
義的政権をもった経験②近代化の遅れと農業
中心の産業構造，③伝統的なカトリック教会の
影響とその役割の後退，④経済のインフォーマ
ル・セクターの大きさにおいて共通し，ここに
「南欧モデル」が主張される前提があるといえ
る。しかし，キャッスルズは南欧の福祉は大陸
型モデルの後発版とみるほかない⑯としてい
た。フェレーラ論文（1996）の後，「南欧福祉
国家」を体系的に扱った研究q4も現れたが，こ
れに対しても「南欧モデル」は固有の類型とは
いいがたい飼との見方もある。南欧モデルの前
提（血縁や知人の連帯主義）を否定するケー
ス・スタディもある㈹。一方，「南欧モデル」
は大陸型の山雨者モデル（breadwfnner
model）とは全く別の論理であるとする立場㈲
や，南欧モデルをふまえた政策分野ごとの比較
アプローヂ尋もみられる。ゴフらは社会扶助の
比較研究で8つのレジームのひとつに「南欧モ
デル」を位置づけた㈲が，最近の研究では同カ
テゴリー内に時系列で生じた変化にも言及して
いる⑳。さらに，フェレーラ自身は近年の論文
で90年代の南欧各国の福祉制度改革に共通の方
向性を見出したうえで，今後「南欧シンドロー
ム」は弱まり大陸型モデルの一変形になってい
くとの見方を示している⑳。
　こうした類型論はしかし，各国固有の歴史的
文脈や制度的デザインの相違，アクターの行動
にもたらす影響力を見落とすおそれもある。
「南欧モデル」といえる特徴があるとすれば，
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それはどのように形成され，現在まで維持され
ているのだろうか。本稿では「ヨーロッパ化」
と「分権化」が民主化後の政治のキーワードと
なっているスペインをとりあげる。
　まず「ヨーロッパ化」は，民主政治の定着と
行政機構の近代化，福祉国家の形成による先進
欧州諸国へのキャッチ・アップを意味した。
1978年憲法は，スペインが社会的かつ民主的国
家として存立し（1条），公権力は全ての市民
に社会保障制度を確保し（41条），健康保護に
対する権利を認め（43条），所得分配の公平の
ために完全雇用政策，労働政策を実現する（40
条）と規定する。こうした規定から，スペイン
憲法の「社会国家」は，その基本的柱のひとつ
に社会保障制度の確立を位置づけたものとし
て，「福祉国家」と同義に理解されている四。
　一・方，「分権化」は1978年憲法に示された国
家モデル，通称「自治州国家」の枠組みが導い
た結果である。このモデルは単一制の国家とし
ては地方政府の権限が強く，「擬似連邦制」と
もいわれる。特徴的なのは，憲法上，自治権獲
得の手続きと権限の範囲において質的に異なる
二つの地域グループ，通称「特別自治州」と
「通常自治州」⑳が想定されていることであ
る。非画一的な地方自治が構想された背景に
は，積年の中央集権と地方自治の対立構図，と
りわけ地域主義の強いバスク，カタルーニャの
自治要求がある。地域政府の設置について憲法
は手続きを定めるのみで，設置如何は住民の意
志によるが，79年から83年にかけて漸次自治州
が設置され，結果的にスペインは17の自治州で
構成されることになった。スペインの社会保障
はそこでどのように展開したであろうか。
3　スペイン福祉の「連続性」？
　スペイン語の「社会保障」に大文字が用いて
ある場合（Seguridad　S㏄ia1）は，国民保健
サービス，公的年金（老齢，障害，遺族等），
’失業給付，社会扶助を含む現行の「制度総体」
を指している伽。制度内部には一般制度（R6gimen
General），特別制度（R6gimen　Especial．農業従
事者，船員，自営業者，炭鉱労働者，学生，公
務員）が並存する。なお，「社会サービス」は
広義には①教育，②保健，③住宅，④雇用，⑤
所得保障，⑥社会福祉を含むが，スペインでは
狭義の意味⑥として用いられ¢S，社会的周縁化
や不平等の防止（予防），経済援助や現物サー
ビスの提供（扶助），社会参加を妨げる障壁の
除去（統合）に向けた措置を指す。
　スペインでは第一共和制崩壊から現体制まで
の100年で，王政復古（1876－1923），独裁
　（1923－1930），第二共和制（1931－1936），フラ
ンコの権威主義体制（1939－1975），現在の自由
民主主義体制と政体が推移した。その政体の変
遷にもかかわらず，スペインにおける社会政策
の哲学や公的福祉サービスの制度的デザインは
基本的に維持されており，原型の拡大または効
率化によって継承されたという⑳。この点，前
政体の制度は民主化を経て刷新されなかったの
か，それはなぜかが問題となる。
3－1　フランコ政権の社会保障
　スペインで最初の1812年憲法は，宣言的性格
ではあるが，公的教育，医療，社会扶助の権利
を規定した最初の立法でもある㈲。その後，特
に1883年創設の社会改革委員会以降，数々の社
会立法を経て，1908年に全国社会保険庁（lns－
tituto　Nacional　de　Previsi6n）が設立され，低所
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得賃金労働者と自営業者を対象に，医療，労
災，失業，家族給付や社会扶助の任意保険を
扱った。ただしこの間，労働者の多くは国家の
統制を嫌ってボランタリズム，互助組合を支持
し，雇用者側は社会立法に抵抗した。第二共和
国政府崩壊までの社会政策には先進的な思想と
立法がみられたものの，イデオロギーの振幅と
政体の不安定さゆえに法制と実施のレベルには
大きなギャップがあった㈲。
　続くフランコ政権の政策は，公的支出全般の
抑制，支持基盤のブルジョア層に対する税制優
遇で終始一貫していた。しかし，社会政策は政
権正当化の方便として意識され，政権前期から
国庫負担を含む社会保険制度，雇用確保に向け
た労働政策が導入された。1938年のフランコに
よる労働憲章は共和国政府のイデオロギー駆逐
を意図する一方，共和国政府の法案も採用され
た。ファランへ党員が支配した前期に，被用者
対象の社会保険制度が職域毎に形成され，政権
の中枢勢力がオプス・デイ㈲のテクノクラート
官僚に移行した60年以降，それらを全国規模で
統合，対象範囲を被用者以外にも拡大し給付水
準を高めた，包括的かつ組織化された社会保障
制度へと方向転換がはかられることになる。
　フランコ政権では，まず1940年代後半，政府
が低所得被用者を対象に，事業者と国庫の負担
による強制加入の傷病保険，老齢・障害保険制
度を導入した。一方，労働者互助を重視する政
治姿勢から，既に同様の機能を果たしていた労
働者互助機関（ML）お①を労働省の監督下で活発
化させたため，政府主導の制度とMLは共存す
ることになった。また，社会保険制度には一般
賃金労働者対象の一般制度と，それ以外の職業
カテゴリー毎の特別制度が並存していた。政権
後期の1963年社会保障基本法（Ley　193／1963；
LB）による改革は，受益権者に農村住民や自
営業者も加え，保障されるリスクの範囲も広
げ，全国的に統一，組織化された社会保障制度
の確立をめざした。しかし，Mしの運営方式の
分離を認めて制度上の相違を固定化したほか，
一般制度と特別制度を統合する試みも長年に亘
る職域毎の強い独立性から頓挫し，非画一性を
強める結果に終わった。後の72年改革（Ley
24／1972）は対象範囲を退職者，失業者，一時
的就労不能者にまで広げ，74年の年金改革は拠
出型年金の最低額を定めて年金支出を拡大し
た。こうしてフランコ期は，給付や運営方式の
異なる職域毎の制度を遺したが，政権末の1975
年には国民の90％が何らかの社会保障の対象と
なっていた。
3－2　民主化後の社会保障制度
　フランコの死（1975）後，民主中道連合
（UCD）政権期（1976－81）に社会保障費の急
激な伸びをみる。この背景には，当初の低水
準，福祉向上への政権内のコンセンサス，前体
制末期の拡張路線と制度対象者の高齢化，新た
な民主制の正当性を高める必要があった㈹。
1978年の組織改革（Real　Decreto－Ley
36／1978）から，70年続いた全国社会保険庁
（INP）は，年金を扱う全国社会保障庁
（INSS），全国保健庁（INSALUD），全国社会
サービス庁（INSERSO）に分割され，全国雇
用庁（INEM）を合わせ計4つの組織が設置さ
れた。INSSは多くの共済組合に取って代わっ
た。この後82年から14年近く続いた社会労働党
（PSOE）政権が，民主化後の社会保障の方向
性を決定づけることになる。
　80年代半ばまでの社会保障費の傾向から，民
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主化や左派多数政権の誕生もスペイン福祉国家
の発展の契機とならなかったとの指摘もあ
る幽。この点，コストを伴う大幅な制度改革と
拡大を妨げ，民主化後の制度的デザインにフラ
ンコ政権後期との基本的な連続性をもたらした
要因を考慮する必要がある。まず，フランコ政
権期に，質の問題はともかく，かなりの国民が
何らかの社会的サービスや給付の対象となって
いたことは，短期的には制度改革は急務でな
く，改革の余地も制約されることを意味した。
制度の規模は行政と受益権者の両面で既に大き
く，民主化後の政府による急進的な再編を困難
にした鱒。また，スペインの合意に基づく体制
移行では行政機構全体が基本的に維持されたこ
ともある。
　さらに経済危機と大量の失業が改革を困難に
した。民主化による政治変化はオイル・ショッ
ク後の欧州の不況と重なり，スペインの失業率
は3．0％（1974）から1980年には11．2％，1984
年には21．4％と急速に悪化した。これは産業再
編のほか，スペイン人移民の帰国，60年代ベ
ビー・ブーマーの労働市場参入による。大量の
失業は，新たに社会保障給付を必要とする集団
を一挙に創りだした。競争力の弱体化した企業
の多くは，国際的に見ても過重な社会保障負担
を免れようとインフォーマルな経済活動に乗り
出し，社会経済の二重構造がもたらされた。し
かし，インフォーマル・セク・ターにおける雇用
が失業者の受け皿となることから，社会の不安
定化を避けるために政府も黙認せざるをえず，
このような状況で抜本的な改革を行えば脱税が
定着化するものと危惧された㈱。
　PSOEの政権掌握時には，フランコの74年年
金改革による拡大路線，UCD政権による年金
受給対象範囲の拡大や資格要件の強化，失業対
策として導入された早期退職により，年金支出
が膨張していた。受給資格要件の売買や重複受
給など，制度運用の不公正や透明性の欠如も問
題であった。そこでPSOE第一期政権の社会政
策では福祉行政機能の適正化，合理化が最優先、
された。労働者間で格差の激しい年金制度に対
しては，1985年改革（Ley　26／1985；Real　Dec－
reto　1799／1985）で拠出型年金の資格要件の変
更，年金額の物価スライド制の見直しが行われ
た。障害者年金受給者の不自然な激増（失業給
付の代替物として利用されたと思われる）に対
しては，同年から厳格な「障害」の定義適用に
よる是正がはかられた。一方，従来，労働市場
参加が前提の拠出型制度から除外されていた高
齢者や障害者に対しては，ミーンズテスト付き
ながら非拠出型保障制度が創設，拡充された
（Real　Decreto　357／1991；Ley　26／1990）。　PSOE
政権の社会政策の主眼は教育，医療，（狭義
の）社会サービスの受益者範囲拡大，社会保障
の受益プロセス合理化にあり，政権第二期以降
一貫して拡大した三領域と比べ，所得保障や失
業給付は異なる軌道をたどったのである。
4　自治州体制における福祉の分権化
　社会保障のマクロな制度的デザインが民主化
後にも継承される一方，自治州体制下の段階的
な分権化を通じて大きな変化がみられた分野
に，保健医療と社会サービスがある。保健医療
改革の達成度はスペインが「南欧モデル」に該
当しない要素として挙げられ，その社会扶助の
拡大により南欧カテゴリー内の分化も指摘され
ている。
スペインからみた福祉の「南欧モデル」 157
4－1保健医療
　スペインで保健医療は他の社会政策領域とふ
たつの点で区別される。第一に，民主化以前に
達していた公的保障の水準である。フランコ政
権も医療サービスには1940年から取り組み，62
年から72年の間には①社会保障制度への組み入
れ，②受益者範囲の拡大，③公的医療セン
ター・病院の広範なネットワークの構築がみら
れた。63年の改革によって対象範囲が国民全体
の2分の1から4分の3に向上し，75年には
80．9％に達していた。第二に，民主化後に
NHSモデルの普遍主義，地方分権化の方針が
とられ，その目標到達度が高いことである。こ
の方針と，断片性や重複のみられた医療供給体
制の一本化を明らかにした点で，1986年の「国
民保健法」（Ley　14／1986）が重要である。
　普遍化については，1981年に労働省から独立
して保健省を設置することで職域主義からの離
陸が準備され，82年以降のPSOE政権の下で，
従来の社会保険方式からNHSをモデルとした
公的保健サービス方式への方向転換がはかられ
た。しかしこの転換は容易でなかった㈲。ま
ず，従来の制度下で既得利益に与る医師団体と
公営化を望む世論の間でも意見が割れ，両者が
公私の混合形態を支持することで折り合いをつ
　　　　　　　　　　　けた。次に争点となったのは，①保健医療サー
ビスの社会保険方式による社会保障制度からの
分離と税方式へのシフト，②高所得者層の無料
医療へのアクセス，③民間セクターの公的医療
制度枠内への組み入れ，④分権化の方向性で
あった。①～③については，財務省と社会保障
省が公的支出抑制の立場から，保健省と対立し
た。前二省の姿勢は，PSOE内の新自由主義的
傾向（この評価には議論もある）と，当時交渉
中のEC参加に向けた対外的了解に沿っていた
とされる。③には，UCDや国民連盟（のちの
国民党PP）といった右派政党が民間セクター
の位置づけをめぐって与党PSOEと対立した。
この結果，①～③の点は，抵抗を最小限とする
戦略により漸進的に実現していく。改革は86年
法制定後も抵抗やコストが障害となり，直ちに
は実行されなかったが，80年代後半の経済状況
の改善（脱税対策による税収の伸びを含む）と
EC加盟がその実施を助長することになる。89
年に国家財源の繰り入れが拡大し，対象範囲も
所期の目標は達成された。99年には，拠出型と
非拠出型の給付・サービス財源を分離する方針
に則り，保健医療サービスは全て税金によるこ
とになった。
　分権化は，カタルーニャ，バスクが改革論議
の初期から強く要求した。両州の地域主義政党
の議会戦略が成功したほか，世論の支持，最終
的には与党PSOEの同調により，「特別自治
州」への権限および財源のほぼ完全な移譲が
1986年法に盛り込まれた。1994年までに7つの
自治州が独自の制度を発足させ㈲，その他10の
通常自治州（全人口の40％）はINSALUDが管
轄し，合計8つの医療制度が並存することに
なった。
　この分権化は，第一に，①行政コストを増大
させ，②複数制度間の調整という困難を生み，
③自治野間での相対比較による不満㈲が高まる
状況をもたらした。ここで制度合理化とコスト
抑制の必要性が認識されたことは，90年代の政
策展開に大きな影響を及ぼすことになる。分権
化で観察された第二ゐ現象は，政策実施，改革
導入の両面で自治州が中央政府よりも素早い，
しかも優れた能力をみせたことである。まず
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1989年のバスク州の立法イニシアチブは，他の
自治州や中央政府によって模倣された。とりわ
け際立つ例は1990年のカタルーニャ保健医療改
革法である。イギリスでNHSの「内部市場」
型改革が採用されたわずか1ヵ月後，同様の改
革を導入した。カタルーニャの政策転換は，①
州内で公的医療の3分の2を占める民間非営利
病院を成功裡に活用してきた経験，②国際的な
パラダイムの動向によるものとされる㈱。
　このカタルーニャ法は90年代前半，自治州，
中央政府双方に大きな影響を及ぼした鱒。中央
では91年，国民保健サービスの改革（「改革の
改革」と呼ばれる）の検討のため設置された委
員会で，合理化に向けた提言が発行された（ア
ブリル・レポート）。この提言はメディア，世
論からの強い反対で公式採用は断念されたが，
90年代前半から自治州のパイロット・プログラ
ムとして実施されることになる。92年勅令
（Real　Decreto　858／1992）は，医療サービスの
財政負担，購入，供給機能の分離，公的医療機
関への競争原理の導入，民間セクターの役割な
どを裏づけ，93年からはINSALUD直轄自治州
で実施された。これは既にカタルーニャで最初
に行われ，91年からバスク，アンダルシアなど
いくつかの自治州が倣っていたものである。80
年代後半にNHSモデルの本家イギリスで起き
たパラダイム・シフトは，スペインの90年代前
半を医療供給体制のターニング・ポイントにし
たともいえる。
　90年代後半にはさらに民間セクターの役割，
組織改革が議論され，ここでも95年のカタルー
ニャ改革法が先鞭をつけた。同法はイギリスと
同様，プライマリー・ケアにおいて一般医
（general　practitioner）による予算保持制度を
取り入れた組織改革を含む。この時期スペイン
の中央，地方で試みられた「民営化」は，あく
までも公的制度枠内での民間方式による組織，
マネジメントの合理化を指すが，合理化改革で
も自治下問で大きな幅がある㈹。95年PPが自
治州政府を担うバレンシア内の自治体で入院治
療が民間委託され，左派と労働組合の反発を招
いた㈲。この措置は違憲と判断されたが，PP
はバレンシア・モデルの普及を選挙公約に盛り
込み，政党，組合，世論を巻き込む議論となっ
た。99年にはINSALUD管轄の10自治州で，カ
タルーニャなどの自治州で先行していた競争モ
デルと類似の措置が導入された。2002年からは
全自治州に権限が移譲され（Rea1　Decreto
1471－1480／2001），INSALUDは消滅（RD
840／2002），各州の改革能力が試されることに
なる。
　改革の成否は，政策策定時期の政治状況，政
策実施時期の経済状況に左右される幽。スペイ
ンの医療保障制度の改革は60年代以降のインフ
ラ整備状況，高度成長期の政策策定を背景に，
相対的に成功をおさめたといわれる。公的部門
による私的部門の漸進的代替化という当初の命
題は，内外の環境変化とともに勅令を通じて訂
正されたが，国庫負担率は南欧で飛びぬけて高
く，法制と実施のギャップという指摘は当たら
ない。医療サービスに対する国民の満足度も他
の南欧3力国よりはるかに高い（48％，EU平
均は53％）㈲。一方，包括性は高まったものの
一部富裕層と最貧困層は除外され，職域毎の機
構も依然残っており，制度の徹底にはなお調整
が必要である。
4－2社会サービス（社会福祉）
　スペインでは歴史的に社会サービスは民間セ
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クターが担い，組織化された公的部門は存在し
なかった納。78年憲法は社会サービスを全ての
市民に保障し（39～41，49，50条），それを自
治州の排他的権限とした（148条20項）ことか
ら，新たな政治体制はサービス提供の方式を大
きく転換させることになった。福祉の分権化を
掲げたPSOE政権下，80年代後半から90年代前
半に社会サービス権限は自治州と基礎自治体で
あるムニシピオ（municipio）㈲に移譲され，88
年の社会問題省設立後㈹，対象は全市民へと拡
大された（Real　Decreto　791／1988）。中央レベ
ルでは分権化の原則を確認した1985年法（Ley
7／1985，a焦252．K，26．1．c）が重要であるが，自
治州レベルでは既に1982年から社会サービス法
の制定が始まっていた。
　こうして88年以来，社会サービスの提供を拡
大するために国，自治州，基礎自治体の三層の
政府が協働して公的なコミュニティ・センター
のネットワークを整備している。サービス提供
の主体は基礎自治体レベルで，①情報提供やカ
ウンセリング，②障害者や高齢者へのデイ・ケ
ア・サービス，③社会的弱者（家庭内暴力の被
害者女性やシングル・マザーなど）の保護，④
社会的統合の推進といった活動をしている。伝
統的に高齢者，障害者，麻薬常習者やホームレ
スといった集団に対する社会サービスでは，広
範なネットワークをもつカトリック教会が大き
な役割を果たしてきた。現にコミュニティ・セ
ンターのネットワークの多くは，フランコ政権
末期の60年代に教会が築いたものが引き継がれ
ている。
　スペインで民間非営利組織の存在自体は新し
いものではないが，教会との結びつきが非常に
強かった。とりわけフランコ政権期は結社の自
由が軍部の下で厳しく束縛され，60年代に水面
下で民間組織が活動し始めるものの，公的部門
の不在を補う社会サービスの主な提供者は教会
であった。民主制移行期，カトリック系の非営
利組織は前政権を支えたとして政党，組合や国
民から批判された。国家の役割強化が不可欠と
され，非営利組織は新米福祉国家の成長を妨げ
る存在として懐疑的にみられた㈲。80年代まで
はこうした見方が支配的であったが，やがて公
的部門のみで社会問題に対処する難しさを政府
も認識し始め，90年代になって非営利組織の活
動が支持されるようになる。96年の非営利組織
法（Ley　6／1996）は，規制的な内容の規定
（14，15条）を含むことに批判もあるが，80年
代諸立法の部分的言及と異なり，法制面の進歩
として重要である。ただし，いくつかの自治州
の社会サービス法では既に非営利セクターの参
加や公的部門との調整等について規定があり，
この点でも自治州が中央政府に先行していた。
もっとも非営利セクターは行政からの認可や補
助金によりコン’トロールされ，行政に近い団体
による寡占化などの問題も指摘されている。社
会サービス領域への非営利セクターの参加は，
実際上，公的部門との財政面での協働の域を出
ないともいわれる。
　なお，教会は民主化後にはいわば利益団体の
ひとつに転化したが，PSOE政権は，宗教的性
格をもつ民間部門への援助を禁じないものの，
やはり赤十字やオンセ（ONCE）幽のような宗教
色のない団体により好意的であった。96年目
PPへの政権交代は，教会を含めた民間セク
ターへの援助を奨励することになったといわれ
る㈹。
　先行自治州の政策が伝播した例として，一連
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の「貧困撲滅統合計画」がある。自治州により
名称や内容も異なるが，基本的に社会参加の促
進と経済的援助を目的とするプログラムであ
る。発端は，所得保障制度の創設を拒む中央政
府の姿勢を前にバスク州がフランスの制度を参
考として，最低所得または「社会給与」と呼ば
れる給付プログラムの創設を88年に決定したこ
とにある（Ley　2／1990）。これを契機に，92年
目でに類似の制度が全自治州に広まった。自治
州によるこうしたプログラムの創設は，スペイ
ンでセーフティ・ネットの議論を活発化さ
せ鱒，当初は反発した中央政府も，拠出型制度
の枠内で最低年金保障制度といった別の再分配
の方式を創設した（Real　Decreto－Leg．1／1994）。
　こうして保健医療，社会サービスの展開をみ
ると，まず，前体制下で築かれた病院やセン
ターのネットワークが一定の機能を果たしたこ
とがわかる。さらに重要な要素は，自治州体制
の採用による分権化であろう。この体制の下で
は，中央政府と自治州の間で権限と財源をめぐ
る摩擦と駆け引きが生じる一方，自治州間の競
争が激化した。ただしスペインにおける自治州』
間競争は，他州住民や資本の移入を促す改革が
実施されることで経済効率が高まる市場町の競
争というより，中央からの権限，財源獲得を目
的とした地域間の分配をめぐる競争であって，
人口の移動には影響していない⑳（この要因に
ついては次章で述べる）。しかし，先進自治州
のデモンストレーション効果により他の自治州
や中央政府に政策が伝播し，結果として革新が
進んだのである。
　一方，行政コストの増大と地域間格差の拡大
が課題となった。最も行政対応の必要な地域に
政策が不在となりやすく，各自治下間に政策運
営能力の格差が生じている。医療でいえば，主
に人口を基準とした財政方式は，年齢別人口構
成や疾病率といったニーズに応えていない（ア
ブリル委員会提言）。所得保障では各自治州が
類似の名称の制度を創設したが，その実態は多
様であり，中央と自治州政府間の政策調整が機
能していない聞ため非効率になっている。こう
した不均等な改革能力の分布自体が「南欧シン
ドローム」ともいわれる範。
　いずれにせよ，スペイン福祉の展開を左右す
る第一の要素は，政策策定と執行の両面で進展
している分権化であろう。民間セクターの役割
（営利，非営利）も含め，新たな試みは自治州
レベルに始まり，中央政府を経由して全国に広
まる現象がみられる。将来的にはあらゆる分野
で自治州および市町村のアクションが鍵となる
可能性がある。90年代には，自治州が段階的に
連邦国家の州に近い権限と財源を行使するよう
になり，自治州体制の連邦制への接近が指摘さ
れた。福祉領域における制度上の安定性如何
も，この擬似連邦化と同時進行でとらえていく
必要がある。
5　スペイン社会と福祉の課題
　住宅および家族政策の未発達は「南欧モデ
ル」の特徴のひとつとされている。スペインの
両政策は，マイナス，プラスのふたつの社会的
傾向と関わっている。労働市場の硬直性，急速
な少子高齢化が問題となる一方，高い失業率な
どの割に社会が比較的安定している。
5－1　家族政策と住宅政策
　まず，家族政策への支出割合が低く，82年か
ら95年までを通じて減少し，現在も社会保障費
全体の2％である。PSOE政権の家族政策に対
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する無関心は，出産奨励と大家族主義，女性の
社会進出を罰したフランコ期の政策翻に対する
反動である甲ことは知られている。また，党内
のフェミニストたちの危惧（大家族の奨励は女
性の立場の低下につながる）を考慮した㈱とも
いわれる。
　次に，スペインでは住宅所有率が目立って高
い。80年代始めから90年代後半までEU平均を
20％上回っており，EU諸国中第1位である働。
社会的リスクに対する最低限の保険ともみられ
る働が，スペインではふたつの原因がある。第
一に，フランコ政権初期から住宅政策は失業対
策として部分的に採り入れられ，60年代には国
の援助で労働者向けの安価な住宅が建設され
た。住宅所有を容易にして労働者を懐柔する方
策であったといわれる。第二にPSOE政権の住
宅政策の失敗である。85年，フランコ政権で過
度に保護されていた不動産市場を自由化する政・
策（Real　Decreto　Ley　2／1985）が導入された。
建設需要の刺激，不動産利用の規制緩和によっ
て，住宅価格や賃料の値下げを誘導する計画で
あった。しかし，同政策は不動産所有の魅力を
さらに高め，市街中心部の物件は商業利用に占
領され，国内の住宅需要に加えて観光用別荘の
建設需要が拡大する経済環境で，市場の過熱化
を招いた。PSOEの政策は，スペインをEU内
で賃貸の機会が最も限定された国のひとつと
し，きわめて逆進的要素の強い住宅供給構造を
遺したのである。
　民主化後のスペインでは，人口が移動せず労
働市場政策の失敗を招いたといわれる。人口移
動がみられない理由として，①住環境の変化や
未知の土地で求職する不安に耐えうるだけの教
育を多くのスペイン人は受けておらず，②住宅
販売価格の高騰と賃貸物件の不足により新たに
住居をみつけるのが困難であり，③血縁や友
人，隣人など地域に根ざす人間関係を重視し，
④高失業地域では地域間格差是正政策による給
付を受けられることが挙げられる鱒。地方大学
の創設や民主化後の地方自治への期待，自治州
体制下で醸成された新たな地域主義の影響もあ
ろう。民主化後の社会変化として，大学進学率
の向上，特に女性の進学と労働市場への参入，
学歴重視による子供一人あたりの教育投資額の
増大が著しい。こうしたなかで，硬直的な住宅
市場と家族政策の立ち後れは，回外出産率が北
欧や大陸諸国と比べて非常に低い家族文化㈹を
背景に，若い世代の世帯形成時期を遅らせ，急
速な少子化を進展させているといわれる剛。
5－2　社会の安定と家族の連帯主義
　ところで，スペイン社会は高い失業率や不安
定な雇用，社会政策の未整備から想像されるよ
りも安定しており，貧困や社会的排除が問題と
なる人口の割合は他の欧州諸国に比較して低い
といわれる働。ここで貧困は平均所得の50％以
下，社会的排除は低所得のほか，定職や社会保
障にアクセスする手段の欠如，社会的拒絶や偏
見といった，非自発的に社会参加が困難な状況
との組み合わせから理解される㈹。
　そもそもスペインの失業統計の信頼性は疑問
視されており，インフォーマル経済の大きさか
ら統計は実態を反映していないと見られてい
る㈱。次に，伝統的家族の連帯主義が社会の安
定に寄与していると考えられる。同居世帯内で
各自の収入や杜会給付を合算，再分配し，高齢
者，障害者，病人の介護は家庭の主婦が受け持
つ仕組みである㈲。さらに，80年代から公的な
社会扶助が広まったことがある。ミーンズテス
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ト付きではあるが，最低年金保障，非拠出型老
齢年金と同障害者年金，補足的失業給付等が創
設された。これらは家族内の再分配メカニズム
と組み合わせることで，失業による社会の不安
定化を抑制していると思われる。
　最後に，所有が基本の住宅モデルに起因する
定住傾向が考えられる。このモデルには，最貧
困層の物理的な隔離を妨げる㈲一面もある。社
会的排除や貧困は，旧市街（inner－city）や周
縁部など一定の場所に集中する傾向にあるが，
上述の住宅所有モデルをはじめとした移動を妨
げる要因により，スペインの労働者世帯はこれ
らの区域を離れるよりも留まる方に動機づけら
れた。現住の地を離れることが現実的でない以
上，住民が流動的な社会におけるよりも居住地
近隣の社会的価値やイメージを保つことに熱心
になったのである。
　しかしながら，選別主義と家族主義による対
応には限界がある。ミーンズテストは主に拠出
型年金や失業手当の支給をとめられた者を対象
とするため，就労経験がない者を労働市場の周
縁に留め置くことになる。また，家族主義によ
るリスク回避の方法は結局，家族を持たない
者，家族が崩壊または離散している者を排除す
る。これにより最も周辺化した層の社会的統合
は困難となるであろう。さらに，世帯内の再分
配が自発的な選択よりも義務となることで，個
人の選択余地を奪い，家族内の摩擦や緊張を招
く可能性が高い。
　こうした問題は検討を要するが，公正で合理
的な社会保障制度に向け，80年代から労働市場
内外で格差を縮める努力がなされてきたのは確
かである。スペインの福祉国家への取り組み
は，前政体の経験やインフラ，民主化が可能に
した議論と意志決定プロセス，家族主義の伝統
のうえで，民主化後に社会的安定が持続し，民
主主義が成熟する余地を与えたといえる。な
お，福祉における国家の役割の後退という議論
はスペインでは稀で，フランコ政権のパターナ
リズムに慣らされた国民性㈲，「市民社会」の
弱さで説明されている。そしてPSOEの福祉路
線は，基本的にはPP政権に継承されている。
6　むすび
　ギジェンらは，スペインで伝統的にみられた
職業上の地位による所得保障の二重構造が近年
改善され，「南欧モデル」の妥当性は弱まって
いるとする網。例えば99年改革では，正規雇用
以外の就労者にも社会保障の平等な受益資格が
与えられるようになった。また，福祉サービス
にクライエンテリズムが介在する程度は，4力
士のうちスペインが最も低いとみる。PSOE政
権下の地域雇用計画（PER）では，失業給付の
受給要件がきわめて寛大で，農業従事者の減少
にもかかわらず受給者が増加したために，アン
ダルシアを本拠とするPSOEが失業を権力資源
にしたとみられた。しかしギジェンらは，PP
政権下でもPERが続行されていることからこ
れを否定する。一方で同じ事実から，PSOEか
らPPへ継承された福祉路線にクライエンテリ
ズムも含まれているとの見方もある側。また，
障害者年金の不正受給に対するPSOEの姿勢と
その成果から，イタリアの事例との差異も主張
される㈹。
　クライエンテリズムについては，その曖昧な
概念（「汚職」との区別如何）を問題回し，民
主化後のスペイン政治の特徴とみることに疑義
をはさむホプキンの論文もある㈹。これによれ
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ば，PERでは執行が地方官僚に委ねられ，ク
ライエンテリズムの温床となったことは否めな
いが，これ以外の例でPSOE政権が支持者を優
遇すべく社会保障に公的資金を用いたとする根
拠はないという。PSOEは行政の近代化もしく
は合理化を最優先し，支持基盤の強化に失敗し
たともみられる。社会，経済政策全般では，公
共支出を要する地域と自党の（潜在的）支持者
層が幸運にも重なった㈱という見方もあろう。
PSOE政権のクライエンテリズム疑惑は野党側
の戦略的側面もあり，典型とされるイタリアの
例とスペインのそれを同様にみるには，より詳
細な比較検討が必要であろう。その際，マース
トリヒト条約後のリージョナリゼーションによ
る地方エリートの誕生や増幅㈲等の影響も考慮
されよう。
　「南欧モデル」の議論は，家族主義，イン
フォーマル・セクター，クライエンテリズムな
ど，数量化や正確な把握ができない概念を含
み，類型化の宿命ではあるが，各国の特質を捨
象して単純化するおそれもある。フェレーラが
イタリアの事例から出発しているため，南欧の
各国研究の深化と，クロス・リサーチの累積が
必要であろう。また，南欧モデルとして指摘さ
れた特徴は，程度の差はあれ「大陸型ヨーロッ
パモデル」㈲にも共通する。硬直的な労働市場
における二重構造，「家族賃金」という考え
（稼得者モデル），これを反映した寛大な所得
移転と相対的に控えめな社会サービス，そして
女性の労働市場参入を妨げ家庭内無償労働に向
かわせる傾向，もしくは両者のトレードオフと
いった特徴である。
　南欧諸国の福祉に共通点があるとすれば，
「福祉国家」の形成に取り組み始めた時期が遅’
く，それが経済の後退期に重なったことであ
る。スペインでは，政治的遺産，政策策定と実
施のタイミング，政治制度とアクターへの動機
づけが社会保障制度の帰趨に影響した。自治州
体制下の中央一地方関係，与野党，労使団体間
の協定が変数となっており，政策の展開が早い
ために「モデル」を求めるのは尚早であろう。
最大の変数である自治州体制そのものが大きく
変化する可能性があるだけに，福祉モデルも固
定化できないのが現状といえる。各国の福祉に
ついては，「南欧モデル」の視点から出発しつ
つも，時間の経過による変化を個々にみていく
必要があろう。
　それでは「南欧モデル」の議論は総体として
どのような意味があったのだろうか。後発組の
南欧福祉国家への関心が低く，先行国家の基準
で評価されていた経緯㈲からすれば，「南欧モ
デル」の提示はそのカウンターアクションとし
て意味があったといえる。スペインの例は，
「南欧モデル」とされる福祉のあり方の問題
が，国家と市場，家族などの関係が形成されて
きたプロセス，および，各社会政策間の「接合
様式」にあることを示唆している。スペインと
南欧社会の課題は，福祉の「脱家族化」による
改革が困難な体質にあって，家族そのものの形
成が妨げられるジレンマにある。伝統的な家族
の形態が変容しても，家族主義的な価値を重視
する様式は維持されるのであれば，その志向と
調和した福祉モデルが要求されるであろう。ス
ペインではその歴史的経緯から，近年になって
非営利組織の役割が再認識された。このこと
は，スペインで薪たな福祉の接合様式を模索し
ていくうえで，自治州の動きとともに今後の鍵
となろう。
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表1．南欧4力国の社会保障費
EU平均 スペイン イタリア ギリシャ ポルトガル
社会保障費／GDP 27．7 21．6 25．2 24．6 22．5
老齢・遺族年金申 46 46 64 53 43
疾病8 35 37 30 37 46
失業ゆ 7 13 3 5 5
家族・児童申 8 2 4 8 5
住宅、社会的統合等拳 4 1 0 4 2
失業率（1999） 9．2 15．9 11．3 11．7 4．5
住宅所有世帯比率（1996） 60 81 77 76 66
出生率（1999） 1．45 1．19 1．21 1．30 1．48
婚期出産比率（1999）榊 27 12 9 4 20
出典：Eurostat，ψ‘甑をもとに作成（カッコ付き以外は1998年）
＊社会保障費に占める割合（％）　＊＊1999年または最新統計
